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平成 27年国勢調査  就業状態等基本集計結果 

～埼玉県の概要～ 
 

１ 労働力人口 

 

 

 

 

 全国の 15 歳以上人口 109,754,177 人のうち、労働力人口(就業者及び完全失業者）

は、61,523,327人となり、平成 22年の前回調査に比べ、217万 6千人、3.4％減少し

ている。 

 埼玉県の労働力人口は、3,639,844人で、76,441人（2.1％）減少している。労働力

人口の全国順位は、東京都、神奈川県、大阪府、愛知県に次いで第 5位である。 

 これを男女別にみると、男性は 2,124,476人、女性は 1，515，368人で、男性は 4.7％

減少、女性は 1.9％増加している。 

 生産年齢人口にあたる 15～64 歳では、男女とも減少（男性：-149,498 人[-7.5％] 

女性：-14,265人[-1.0％]）しているが、65 歳以上では、男女とも増加（男性：+45,261

人[+19.9％] 女性：+42,061人[+36.1％]）している。 

 完全失業者数は、155,196人で、労働力人口に占める割合である完全失業率は 4.3％

となり、2.0ポイント減少した。 

 

第１表 年齢、男女別労働人口増減数・増減率（埼玉県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈労働力状態〉 15歳以上の人について、調査年の 9月 24 日から 30 日までの１週間（調査週間） 

       に「仕事をしたかどうかの別」により、次のとおり区分したもの。 

 

   
             
             
              
           

 

※ 完全失業者 調査週間中、収入を伴う仕事を少しもしなかった人のうち、仕事に就くことが可

能であって、かつ、ハローワークに申し込むなどして積極的に仕事を探していた人 

 埼玉県の労働力人口は 3,639,844人で、平成 22年に比べ、76,441 人、2.1％減

少（男性は 104,237人・4.7％減少、女性は 27,796 人・1.9％増加） 

 完全失業率は 4.3％で、2.0 ポイント減少 

15 歳以上人口 

労働力人口 

就業者 主に仕事 

家事 

労働力状態「不詳」 

非労働力人口 

完全失業者（※） 

その他 

通学 休業者 

 

通学のかたわら仕事 

 

家事のほか仕事 

 

平成２７年 平成２２年 増減数
増減率
（％）

平成２７年 平成２２年 増減数
増減率
（％）

総数（15歳以上） 6,295,909 6,213,968 81,941 1.3 3,639,844 3,716,285 -76,441 -2.1
１５～６４歳 4,507,174 4,749,108 -241,934 -5.1 3,208,601 3,372,364 -163,763 -4.9
６５歳以上 1,788,735 1,464,860 323,875 22.1 431,243 343,921 87,322 25.4
（７５歳以上） 766,125 586,882 179,243 30.5 77,085 58,557 18,528 31.6
男 3,125,276 3,103,529 21,747 0.7 2,124,476 2,228,713 -104,237 -4.7
１５～６４歳 2,312,460 2,434,894 -122,434 -5.0 1,851,858 2,001,356 -149,498 -7.5
６５歳以上 812,816 668,635 144,181 21.6 272,618 227,357 45,261 19.9
（７５歳以上） 320,828 236,411 84,417 35.7 48,880 37,390 11,490 30.7
女 3,170,633 3,110,439 60,194 1.9 1,515,368 1,487,572 27,796 1.9
１５～６４歳 2,194,714 2,314,214 -119,500 -5.2 1,356,743 1,371,008 -14,265 -1.0
６５歳以上 975,919 796,225 179,694 22.6 158,625 116,564 42,061 36.1
（７５歳以上） 445,297 350,471 94,826 27.1 28,205 21,167 7,038 33.2

１５歳以上人口（人） 労働力人口（人）
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２ 労働力率 

 

 

 

 

 埼玉県の労働力率(15 歳以上人口(労働力状態「不詳」を除く。）に占める労働力人

口の割合）は、61.2％で、平成 22 年の前回調査に比べ 1.8 ポイント減少し、平成 12

年の調査から減少が続いている。 

 男性の労働力率は 72.3％、女性の労働力率は 50.3％で、平成 22 年の前回調査に比

べ、男性は 3.7ポイント減少、女性は 0.1ポイント増加している。 

 

（１）全国結果との比較 

   全国と埼玉県の年齢(５歳階級別）の労働力率を比較すると、男性では目立った

差はないが、女性は 30 歳代を中心に全国よりも低く、特に 35～39 歳では全国と

の差が-4.0ポイントと最も大きくなっている。 

 

第１図 年齢（５歳階級）別労働力率(男性、女性） 

  男性                  女性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２表 年齢(５歳階級)、男女別労働力率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 * 労働力状態「不詳」を除いて算出。 

 埼玉県の 15歳以上人口に占める労働力人口の割合は 61.2％、平成 22年に比

べ 1.8 ポイント減少（男性は 3.7 ポイント減少、女性は 0.1 ポイント増加） 

総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女
総数 61.2 72.3 50.3 60.0 70.9 50.0 1.2 1.4 0.3
15～19歳 16.4 16.2 16.7 15.1 15.5 14.7 1.3 0.7 2.0
20～24歳 67.7 66.7 68.8 69.4 69.3 69.5 -1.7 -2.6 -0.7
25～29歳 87.9 94.6 80.9 88.0 94.5 81.4 -0.1 0.1 -0.5
30～34歳 83.8 96.8 70.5 85.1 96.6 73.5 -1.3 0.2 -3.0
35～39歳 83.3 97.1 68.7 84.9 96.9 72.7 -1.6 0.2 -4.0
40～44歳 85.5 97.0 73.2 86.4 96.8 76.0 -0.9 0.2 -2.8
45～49歳 86.8 96.8 76.1 87.1 96.3 77.9 -0.3 0.5 -1.8
50～54歳 85.5 96.3 74.1 85.9 95.7 76.2 -0.4 0.6 -2.1
55～59歳 80.8 94.7 66.6 81.5 94.0 69.4 -0.7 0.7 -2.8
60～64歳 65.4 81.3 49.9 66.1 80.8 52.1 -0.7 0.5 -2.2
65歳以上 24.9 34.7 16.8 24.1 33.8 16.7 0.8 0.9 0.1

埼玉県（％） 全国（％）
全国との比較
（単位：ポイント）
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（２）平成 22年との比較 

   労働力率を年齢５歳階級別に平成 22 年の前回調査と比較すると、20～24 歳、

65歳以上の各階級で減少したが、その他の階級では増加している。 

   男女別にみると、男性は、15～19歳の階級を除いたすべての階級で減少してい

るが、女性は、20～24歳の階級を除いたすべての階級で増加している。特に、30

～39歳の各階級においては、他の階級に比較して増加している。 

   一般的に、女性の労働力率は、30歳代の労働力率が前後の年齢階級に比べて低

くなる「Ｍ字型」を示すが、今回、30歳代の労働力率の上昇により、Ｍ字型の緩

和が認められる。 

 

第２図 埼玉県の年齢（５歳階級）、男女別労働力率（平成 22年、平成 27年）  

 男性                  女性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３表 年齢（５歳階級）、男女別労働力率（埼玉県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 * 労働力状態「不詳」を除いて算出。 

 

 

３ 就業者数及び平均年齢 

 

 

 

 

  埼玉県の就業者数は 3,484,648人で、平成 22年の前回調査に比べ、2,343人、0.1％

 埼玉県の就業者数は 3,484,648人で、平成 22年に比べ 0.1％増加（男性は 2.3％

減少、女性は 3.6％増加） 

 65歳以上の就業者数は、28.8％増加 

総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女
総数 61.2 72.3 50.3 63.0 76.0 50.2 -1.8 -3.7 0.1
15～19歳 16.4 16.2 16.7 16.3 16.0 16.6 0.1 0.2 0.1
20～24歳 67.7 66.7 68.8 68.2 67.6 68.9 -0.5 -0.9 -0.1
25～29歳 87.9 94.6 80.9 87.0 95.7 78.0 0.9 -1.1 2.9
30～34歳 83.8 96.8 70.5 82.4 97.7 66.2 1.4 -0.9 4.3
35～39歳 83.3 97.1 68.7 81.7 97.9 64.3 1.6 -0.8 4.4
40～44歳 85.5 97.0 73.2 84.3 98.0 69.6 1.2 -1.0 3.6
45～49歳 86.8 96.8 76.1 85.9 97.8 73.3 0.9 -1.0 2.8
50～54歳 85.5 96.3 74.1 84.1 97.4 70.3 1.4 -1.1 3.8
55～59歳 80.8 94.7 66.6 78.5 95.4 61.7 2.3 -0.7 4.9
60～64歳 65.4 81.3 49.9 63.5 81.5 46.0 1.9 -0.2 3.9
65歳以上 24.9 34.7 16.8 25.1 36.5 15.6 -0.2 -1.8 1.2

平成22年
（％）

平成27年
（％）

27年と22年の差
（単位：ポイント）
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増加している。 

  男女別内訳は、男性が 2,020,890人、女性が 1,463,758人で、平成 22年に比べ、

男性は 48,388人、2.3％減少、女性は 50,731人、3.6％増加している。 

  また、65歳以上の就業者数は 415,624 人（就業者数の 11.9％）で、平成 22年の

322,675 人（同 9.3％）に比べ、92,949 人、28.8％増加し、全就業者に占める割合

は 2.7ポイント増加している。 

  全就業者の平均年齢は 46.3歳で、平成 22年の 45.3歳に比べ、1歳上昇している。 

 

 

４ 就業者の従業上の地位 

 

 

 

 

 

 埼玉県の就業者を従業上の地位別にみると、最も多いのが「正規の職員・従業員」

で 1,777,834人（51.0％）、次いで、「パート・アルバイト・その他」が 920,435人

（26.4％）となっている。 

 就業者の従業上の地位別構成比を、男女別に平成 22年と比較すると、「正規の職

員・従業員」は、男性が 0.4ポイント低下しているが、女性は 0.4ポイント上昇し

ている。「パート・アルバイト・その他」は、男性が 0.5 ポイント、女性が 0.3 ポ

イント、それぞれ上昇している。「労働者派遣事業所の派遣社員」は、ほとんど変

化が無かった。 

 

第３図 埼玉県の就業者の従業上の地位別割合（平成 22年、平成 27年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 埼玉県の就業者で、最も多いのが「正規の職員・従業員」で 1,777,834 人

（51.0％）、次いで、「パート・アルバイト・その他」が 920,435人（26.4％）。 

 前回調査に比べ、「正規の職員・従業員」の割合は、男性では低下しているが、

女性では上昇。「パート・アルバイト・その他」の割合は、男女とも上昇。 
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  「正規の職員・従業員」を男女、年齢（５歳階級）別にみると、男性の 20歳から

59歳までの各年齢階級で 5割を超えている一方、女性では、20歳から 34歳までの

各年齢階級で 5割を超えているが、他の年齢階級では 5割を下回っている。 

 

第４－１表 従業上の地位、年齢（５歳階級）、男女別就業者数（埼玉県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（雇用者）
正規の職
員・従業員

（雇用者）
労働者派
遣事業所
の派遣社
員

（雇用者）
パート・ア
ルバイト・
その他

男性
総数（15歳以上） 2,020,890 1,561,528 1,263,126 43,092 255,310 128,962 42,784 148,559 16,391 754 121,912
15～19歳 25,298 24,165 7,344 229 16,592 27 6 267 186 6 641
20～24歳 107,695 96,714 57,676 2,660 36,378 344 78 1,099 703 15 8,742
25～29歳 151,877 132,933 109,478 4,538 18,917 1,186 462 2,528 1,204 23 13,541
30～34歳 182,223 155,331 135,842 5,092 14,397 3,275 1,473 5,266 1,604 31 15,243
35～39歳 220,238 184,688 167,389 5,106 12,193 7,284 2,872 8,437 2,091 24 14,842
40～44歳 273,192 222,739 204,794 5,338 12,607 13,164 4,672 13,285 2,678 39 16,615
45～49歳 240,183 191,502 176,605 4,497 10,400 14,667 4,761 13,620 1,790 36 13,807
50～54歳 206,417 163,650 150,990 3,392 9,268 15,189 4,027 12,428 1,056 35 10,032
55～59歳 181,031 139,725 125,636 2,821 11,268 16,233 4,164 12,475 768 35 7,631
60～64歳 172,927 123,578 81,160 4,040 38,378 18,442 5,427 18,352 866 55 6,207
65歳以上 259,809 126,503 46,212 5,379 74,912 39,151 14,842 60,802 3,445 455 14,611
女性
総数（15歳以上） 1,463,758 1,239,609 514,708 59,776 665,125 34,033 8,156 45,369 58,516 5,469 72,606
15～19歳 25,404 24,623 4,416 237 19,970 16 2 144 54 9 556
20～24歳 107,416 99,724 58,086 3,138 38,500 117 33 677 263 72 6,530
25～29歳 126,990 114,822 75,964 6,721 32,137 375 96 1,513 775 244 9,165
30～34歳 130,072 115,367 65,874 7,988 41,505 818 226 2,483 1,777 481 8,920
35～39歳 148,947 131,863 61,845 9,094 60,924 1,579 355 3,256 2,991 742 8,161
40～44歳 195,181 173,556 69,335 10,791 93,430 2,910 602 4,263 4,372 779 8,699
45～49歳 180,440 159,865 57,993 8,527 93,345 3,535 776 4,139 4,275 534 7,316
50～54歳 153,898 135,518 47,734 5,706 82,078 3,730 891 3,938 4,324 337 5,160
55～59歳 127,462 109,142 36,291 3,243 69,608 3,997 910 3,756 5,436 375 3,846
60～64歳 112,133 89,201 20,044 2,084 67,073 4,557 1,001 4,495 8,599 495 3,785
65歳以上 155,815 85,928 17,126 2,247 66,555 12,399 3,264 16,705 25,650 1,401 10,468

雇用者総数

実数（人）

役員
雇人のあ
る業主

雇人のな
い業主

家族従業
者

家庭内職
者

不詳
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第４－２表 年齢（５歳階級）、男女別就業者の従業上の地位別構成比（埼玉県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 就業者のうち「雇用者」（会社や官公庁などに雇用されている人で役員でない人）に

ついて、従業上の地位別構成比を、年齢（５階級）、男女別にみると、男性では、15

～19歳、65歳以上を除き、「正規の職員・従業員」の比率が最も高い。次いで、「パー

ト・アルバイト・その他」の比率が高く、特に 24 歳以下と 60 歳以上において高い。

女性では、20歳から 39歳までにおいては「正規の職員・従業員」の比率が「パート・

アルバイト・その他」を上回るが、その他では「パート・アルバイト・その他」の方

が高い。「労働者派遣事業所の派遣社員」の比率は、すべての階級において男女とも低

かった。 

 

第４図 雇用者の年齢階層、従業上の地位別内訳（％） 

 男性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（雇用者）
正規の職
員・従業
員

（雇用者）
労働者派
遣事業所
の派遣社
員

（雇用者）
パート・ア
ルバイト・
その他

男性
総数（15歳以上） 100.0 77.3 62.5 2.1 12.6 6.4 2.1 7.4 0.8 0.0 6.0
15～19歳 100.0 95.5 29.0 0.9 65.6 0.1 0.0 1.1 0.7 0.0 2.5
20～24歳 100.0 89.8 53.6 2.5 33.8 0.3 0.1 1.0 0.7 0.0 8.1
25～29歳 100.0 87.5 72.1 3.0 12.5 0.8 0.3 1.7 0.8 0.0 8.9
30～34歳 100.0 85.2 74.5 2.8 7.9 1.8 0.8 2.9 0.9 0.0 8.4
35～39歳 100.0 83.9 76.0 2.3 5.5 3.3 1.3 3.8 0.9 0.0 6.7
40～44歳 100.0 81.5 75.0 2.0 4.6 4.8 1.7 4.9 1.0 0.0 6.1
45～49歳 100.0 79.7 73.5 1.9 4.3 6.1 2.0 5.7 0.7 0.0 5.7
50～54歳 100.0 79.3 73.1 1.6 4.5 7.4 2.0 6.0 0.5 0.0 4.9
55～59歳 100.0 77.2 69.4 1.6 6.2 9.0 2.3 6.9 0.4 0.0 4.2
60～64歳 100.0 71.5 46.9 2.3 22.2 10.7 3.1 10.6 0.5 0.0 3.6
65歳以上 100.0 48.7 17.8 2.1 28.8 15.1 5.7 23.4 1.3 0.2 5.6
女性
総数（15歳以上） 100.0 84.7 35.2 4.1 45.4 2.3 0.6 3.1 4.0 0.4 5.0
15～19歳 100.0 96.9 17.4 0.9 78.6 0.1 0.0 0.6 0.2 0.0 2.2
20～24歳 100.0 92.8 54.1 2.9 35.8 0.1 0.0 0.6 0.2 0.1 6.1
25～29歳 100.0 90.4 59.8 5.3 25.3 0.3 0.1 1.2 0.6 0.2 7.2
30～34歳 100.0 88.7 50.6 6.1 31.9 0.6 0.2 1.9 1.4 0.4 6.9
35～39歳 100.0 88.5 41.5 6.1 40.9 1.1 0.2 2.2 2.0 0.5 5.5
40～44歳 100.0 88.9 35.5 5.5 47.9 1.5 0.3 2.2 2.2 0.4 4.5
45～49歳 100.0 88.6 32.1 4.7 51.7 2.0 0.4 2.3 2.4 0.3 4.1
50～54歳 100.0 88.1 31.0 3.7 53.3 2.4 0.6 2.6 2.8 0.2 3.4
55～59歳 100.0 85.6 28.5 2.5 54.6 3.1 0.7 2.9 4.3 0.3 3.0
60～64歳 100.0 79.5 17.9 1.9 59.8 4.1 0.9 4.0 7.7 0.4 3.4
65歳以上 100.0 55.1 11.0 1.4 42.7 8.0 2.1 10.7 16.5 0.9 6.7

雇用者総数

割合（％）

不詳役員
雇人のあ
る業主

雇人のな
い業主

家族従業
者

家庭内職
者
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５ 産業別就業者数及び平均年齢 

  埼玉県の就業者数を産業３区分別にみると、第１次産業が 55,488人（就業者数の

1.7％）、第２次産業が 803,861人（24.9％）、第３次産業が 2,367,338人（73.4％）

となっている。 

  産業大分類別では、「製造業」が 549,540人（15.8％）と最も多く、次いで「卸売

業、小売業」が 541,692人（15.5％）、「医療、福祉」が 347,253人（10.0％）、「建

設業」が 253,647 人（7.3％）、「運輸業、郵便業」が 226,284 人（6.5％）と続く。 

 

第５表 産業大分類別就業者数及び構成比（埼玉県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  * 産業３区分別割合については、産業大分類「分類不能の産業」を除いて算出。 

平成27年 平成22年 増減数 平成27年 平成22年 増減ポイント

総数 3,484,648 3,482,305 2,343 100.0 100.0 0.0

第1次産業 55,488 58,301 -2,813 1.7 1.8 -0.1
　農業，林業 55,359 58,189 -2,830 1.6 1.7 -0.1
　漁業 129 112 17 0.0 0.0 0.0

第2次産業 803,861 816,866 -13,005 24.9 25.3 -0.4
　鉱業，採石業，砂利採取業 674 638 36 0.0 0.0 0.0
　建設業 253,647 258,660 -5,013 7.3 7.4 -0.1
　製造業 549,540 557,568 -8,028 15.8 16.0 -0.2

第3次産業 2,367,338 2,352,355 14,983 73.4 72.9 0.5
　電気・ガス・熱供給・水道業 12,747 13,883 -1,136 0.4 0.4 0.0
　情報通信業 138,961 132,220 6,741 4.0 3.8 0.2
　運輸業，郵便業 226,284 232,507 -6,223 6.5 6.7 -0.2
　卸売業，小売業 541,692 589,469 -47,777 15.5 16.9 -1.4
　金融業，保険業 96,397 103,581 -7,184 2.8 3.0 -0.2
　不動産業，物品賃貸業 84,463 77,089 7,374 2.4 2.2 0.2
　学術研究，専門・技術サービス業 117,760 117,722 38 3.4 3.4 0.0
　宿泊業，飲食サービス業 176,166 180,387 -4,221 5.1 5.2 -0.1
　生活関連サービス業，娯楽業 123,038 127,438 -4,400 3.5 3.7 -0.1
　教育，学習支援業 144,736 144,233 503 4.2 4.1 0.0
　医療，福祉 347,253 294,564 52,689 10.0 8.5 1.5
　複合サービス事業 19,576 13,304 6,272 0.6 0.4 0.2
　サービス業（他に分類されないもの） 225,432 213,187 12,245 6.5 6.1 0.3
　公務（他に分類されるものを除く） 112,833 112,771 62 3.2 3.2 0.0

分類不能の産業 257,961 254,783 3,178 7.4 7.3 0.1

区分
総数（人） 産業別割合（％）
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第５図 産業（大分類）別就業者数（平成 22年、平成 27年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  おもな産業大分類別の就業者割合について埼玉県の全国順位をみると、「農業、林

業」が第 44 位、「建設業」が第 36 位、「製造業」が第 24 位、「情報通信業」が第 4

位、「運輸業、郵便業」が第 2位、「卸売業、小売業」が第 15位、「医療、福祉」が

第 45位などとなっている。 

  また、産業大分類別の就業者の平均年齢をみると、「農業、林業」が 62.7 歳と最

も高く、次いで、「漁業」が 54.5歳、「不動産業、物品賃貸業」が 51.8歳となって

おり、最も低いのは「情報通信業」の 41.5歳である。 

  埼玉県の就業者数の産業３区分別構成比の推移をみると、第１次産業は昭和 25

年には 5 割を超えていたが、その後、急速に低下し、近年は横ばいの状況である。

第２次産業は昭和 45年をピークに減少傾向が続いているが、減少幅は縮減している。

第３次産業は、増加傾向が続いているが、近年、伸び率は鈍化している。 

第６図 就業者の産業３区分別構成比の推移（昭和 25年～平成 27年、埼玉県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  * 産業大分類「分類不能の産業」を含め算出。 
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６ 夫婦の労働力状態 

  夫と妻ともに就業者である世帯は 755,432 世帯（夫婦のいる一般世帯 1,719,173

世帯の 43.9％）で、平成 22年の前回調査に比べ、36,087世帯、5.0％増加している。

なお、全国では夫と妻ともに就業者である世帯は 13,080,450 世帯であり、平成 22

年に比べ 404,254世帯、3.2％増加した。 

  夫と妻ともに就業者で子供がいる世帯は 533,376 世帯（夫婦のいる一般世帯の

31.0％）で、平成 22年に比べ 24,772 世帯、4.9％増加した。（全国では 215,252 世

帯、2.5％増加） 

 

 

７ 外国人就業者数 

  県内に在住する 15歳以上の外国人就業者数は、49,647人（全就業者数の 1.4％）

で、平成 22 年の前回調査に比べ 7,189 人、16.9％増加している。なお、全国では

15歳以上の外国人就業者数は 807,996人であり、平成 22年に比べ 48,633人、6.4％

増加した。 

  外国人就業者数を国籍別にみると、中国の 17,500人が最も多く、次いでフィリピ

ン 6,953人、韓国・朝鮮 6,661人、ブラジル 3,041人、ベトナム 2,872人の順とな

っている。 

  外国人就業者数を産業大分類別にみると、製造業が 13,373人と最も多く、次いで

卸売業・小売業が 5,526 人、宿泊業・飲食サービス業が 4,255 人となっていて、こ

の３産業で外国人就業者数の 46.6％を占めている。 


